
作成日 平成　 年　 月 日
更新日 平成　 年　 月 日

１　施策の目的と指標
① 対象（誰、何を対象としているのか）＊人や自然資源等 ③ 対象指標（対象の大きさを表す指標）＊数字は記入しない

A
B
C

② 意図（対象がどのような状態になれば良いのか） ④ 成果指標（意図の達成度を表す指標）＊数字は記入しない

 成果指標の測定企画  （実際にどのように実績値を把握するか）

２　指標等の推移

千円 0

37,631 37,631

0 163,277

A、B共に意識調査にて把握。
A　設問：「あなたは、市議会情報を得る機会が十分にあると思いますか？」
　　選択肢：①十分にある　②ある程度ある　③あまりない　④全くない
B　設問：「あなたは、１年以内に市議会（町議会）での議論を見た、または聞いたことがあります
か。あてはまるものに○印をつけてください。（複数回答可）」
　　選択肢：①ホームページで公開されている議会情報を見た　②議会だよりを読んだ　　③議
会の傍聴、モニター視聴を行った　④議会議事録を閲覧した　⑤その他　議員や会派が行って
いる説明会などに参加した等　⑥見たことも聞いたこともない【⑥と答えた人の割合を成果指標
とする】

市民に対して開かれ、その役割が達成されている
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施策マネジメントシート１（20年度目標達成度評価）

全庁横断課題『子育て支援日
本一のまちづくり』との連携
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数値区分

タイムリーで、わかりやすい議会情報の提供をすすめる。

23 開かれた議会づくり

みんな元気で笑顔あふれるまちづくり
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単位

％

市議会だよりを読んだり、市議会を傍聴またはモ
ニター視聴したことがない市民の割合

C

２０年度１６年度

単位

市議会情報を得る機会が十分にあると思ってい
る市民の割合

人
名称
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53,304 54,047

２２年度２１年度
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E

F

１７年度 １８年度 １９年度

23
9

54,518
54,407

55,124 55,732

市長公室、総務課

人口

40.040.0

52,695

未把握 34.132.6

基本計画期間における施策の
目標設定とその根拠

（水準の理由と前提条件）

未把握
38.0
40.8

未把握 29.6

39.0
42.1未把握
28.0

38.1
29.0 27.0 27.0

対象指標：人口（見込み値）＝16、17年度の人口増加数は、802人となっている。また18年12月末現在で52,536人、前年度と比
較すると660人増えている。従って18年度末においては、700人を超えていると推測されるので19年度以降はおおよそ各年度
800人程度増加すると見込んだ。
成果指標　Ａ：18年度の実績値は38.1％であった。今後も同じ水準で推移するものと考えられる。
Ａ（目標値）：19年度より議員定数が24人となり、よりまとまった議会活動が期待でき、会議録のホームページ掲載の実施や議会
だよりの内容充実を図るなど議会情報の発信に努めることにより議会に対する関心が高まると推測する。
従って、19年度以降おおむね1％ずつの増加を見込み22年度には40％とした。
Ｂ：19年度に実施された市議会議員選挙により、ある程度関心が高まると想定される。
Ｂ（目標値）：Ａ（目標値）の内容のとおり議会活動の活発化、会議録のホームページ掲載の実施や議会だよりの内容充実を図る
など議会情報の発信に努めることにより19年度以降1％ずつ減少するものと見込み22年度は27％とした。

繰入金 千円

0 0

0

0 0 0

0 0 0 0

－ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｰﾄ1－



３　施策の特性・状況変化・住民意見等
①　この施策の役割分担をどう考えるか（協働による住民と行政の役割分担）
ア）住民（事業所、地域、団体）の役割（住民が自助でやるべきこと、地域やコミュニティが共助でやるべきこと、行政と協働でやるべきこと）

イ）行政の役割（市がやるべきこと、県がやるべきこと、国がやるべきこと）

②　施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）は今後どのように変化するか？（平成22年度を見越して）

③　この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

①　施策の目標達成度（20年度目標と実績との比較）

Ａ → ○ 【 】

：
Ｂ → × 【 】

：
Ｃ → 【 】

：
Ｄ → 【 】

：
Ｅ → 【 】

：
Ｆ → 【 】

：
※○；目標達成　△；目標をほぼ達成（－5％程度）　×；目標を未達成

目標値39.0％に対し実績値42.1％であり、目標は達成できた。
議会だよりを読んだり、市議会を傍聴またはモニター視聴をしたことがない市民の割合

目標値28.0％に対し実績値34.0％であり、比較すると82.4％であった。

※左記の背景として考えられること（根拠となる実績値、判断理由など）

施策マネジメントシート２（20年度目標達成度評価）

　関心を高めるためにも市政情報の提供も含めた一体的な情報提供の方法を検討する必要がある。

・総合政策審議会では、議員定数を減らした方が良いのではないかという意見があった。
・市民から、政務調査費は必要ないのではないかという声が寄せられている。
・市民ワークショップで「市議会活動が見えない」「議員自ら市民に対して説明責任を果たすべきである」「議員は議
会毎に地区別に報告会を行ってほしい」「情報公開をちゃんとタイムリーに行ってほしい」「議員の動きを見ている
と、議会運営が先にありきに見える」「合併した後の新しいまちづくりに率先して議員自ら係わるという姿勢が見えな
い。」「議会だよりは、議会事務局が出すべき。」などの意見があった。

・タイムリーで分かりやすい議会情報の提供をすすめるという施策方針に基づき事務事業を実施してきたが、思った
以上に成果が上がっていない。
・事務事業貢献度評価の結果では、平成20年度施策の成果を向上させるために最も貢献した事務事業として議事
録作成事業があげられ、貢献した事務事業には議会広報発行事業が位置づいた。

Ａ）議会の傍聴者数が増加（目的を持って議会を
傍聴した人が増加）が成果の向上につながった
　・インターネットの普及も一つの要因であると考
えられる。(自宅でインターネットを見れる環境に
ある55.9％)

Ｂ）市政に関心が低い短期居住者が増加したこと
が原因ではないかと考えられる。
（H19：32.6％⇒H20：34.1％　対前年度比△
1.5％）

②　施策の振り返り（施策の方針、全庁横断課題との連携の達成度等）

③　施策の課題（基本計画期間を見据えて、どのような課題を解決していかなければならないか）

市議会情報を得る機会が十分にあると思っている市民の割合

４　施策の評価

・住民は、議員・議会の役割を知り、議会に対して関心を持ち、選挙において投票に参加する。更に議員・議会の活
動をチェックし、見守る。

・議会は、住民が関心を持つように議員・議会の役割・活動を知らせる。また、行政情報・住民の意向を把握し、的
確な判断を行う。

・19年5月から議員定数が24人になった。
・地方自治法の改正により、19年4月から以下の議会制度の見直しが行われた。
（1）議長への臨時会の招集請求権の付与（議長は、議会運営委員会の議決を経て、長に対し臨時会の招集を請求
することができることとする）
（2）専決処分の要件の明確化
（3）委員会制度（議員の複数常任委員会への所属制限の撤廃。委員会の委員につき、閉会中でも、議長が指名す
ることによって選任ができることとする。委員会の議案提出権を認める）
（4）専門的知見の活用
・平成20年９月に議会活性化調査特別委員会が設置された。

－ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｰﾄ2(評価の部) －



・議会の活性化を図るために、情報を徹底的に公開するように務める。
・議会広報誌には、委員会の風景を導入したり、委員会の傍聴をＰＲすること。
・議会の情報を供給する既存の手段として、広報・ホームページがあるが、まだまだか改善の余地あり。新たな手段
の確立も検討すべきで、テレビ放映も一つ。
・常任委員会の審議内容を市民へ知らせる方法を考えることが必要。委員長報告書をホームページ等に載せる。
・行政だけでなく議会も必要に応じて校区単位で説明会を行い、市民の声を聴く必要がある。議会の様子をイン
ターネット配信して市民に知らせるように努める。
・議会広報誌が最も貢献した事務事業にあるが、どれだけ市民が読んでいるのか疑問である。何を根拠にしている
のか。記事の内容も広報独自の特集を組む、モニターの声を聴くなど改善の余地があると思う。
・議案に対しても一般質問ができるように検討する。

施策マネジメントシート２（20年度目標達成度評価）

❶市民への情報提供、公開にさらに努める。

・施策の目標数値について、「市議会情報を得る機会が十分にあると思っている市民の割合」が４０％となっており、
この数値で目標達成と捉えるには低すぎる。数値目標を再検討すべきである。
・市民の皆さまに議会や議会活動に関心をもってもらうため、情報公開のあり方について、議会状況の放送、事前
の広報、啓発など、情報の内容や分かりやすさをはじめ、情報を出す際の表し方をさらに工夫、充実する必要があ
る。

５　施策の20年度結果に対する審査結果

・子ども議会について、社会科の一環として、生徒に実際の本議会を見学、傍聴する取り組みを検討すること。
・本会議運営が活性化されることで、市民への広報、啓発等も充実でき、関心も高まると考えられ、今後も、議会に
対する関心を高めるための対策、働きかけを行っていくこと。
・議会活動の充実と、市民目線・起点、立場からの開かれた議会との関係について、本来の議会活動が充実されな
ければ、それに付随する情報公開の部分が活かされない。傍聴者が少ないことは、市政が穏やかであるという考え
もでき、スムーズな行政運営ができているともとれる。開かれた議会を実現するためにも本来の議会としての活動、
運営ができるという課題として施策を位置付ける必要があり、第２期基本計画の策定にあたっては、議会運営の充
実という観点から施策、基本事業を検討する必要がある。

６　次年度に向けた取り組み方針

①政策推進本部での指摘事項（施策目標達成度評価結果報告を受けて・・・平成２１年　７月　２日）

②　総合政策審議会での指摘事項(平成21年 8月 5日、 8月10日、 8月26日、9月3日まとめ）

③　議会の決算審査における指摘事項（平成21年10月 2日）

●　政策推進本部　平成22年度合志市経営方針(平成21年10月23日）

－ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｰﾄ2(審査の部)－



目標値

実績値

目標値

実績値

361 156 423 445
550
428

38.1

16年度

・議会情報を容易に入手できる
・参画しやすくなる（参画するようになる）

38.0

42.1

19年度18年度

40.8

79

17年度

％
目標値

数値区分

意図

基本事業名 開かれた議会の推進

成果指標名 単位

対象 市民

数値区分

目標値

対象

Ａ

単位

目標値

Ａ

傍聴者数

実績値

Ｂ

市議会情報を得る機会
が十分にあると思って
いる市民の割合

人
目標値

実績値

施策マネジメントシート3(20年度目標達成度評価）平成 21 年度

19年度

基本事業名

目標値

実績値
％

９.基本事業の20年度の振り返り（目標達成度評価）と22年度に向けての課題

８．基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

実績値

目標値

22年度

実績値

目標値

単位

実績値

21年度数値区分 16年度

[成果指標]議会だよりやホームページで市民の意見を聴くコーナーや議会傍聴者からの意見を聴くための「ご意見箱」等を設置することで、22年度の
目標値を40.0％と設定した。

17年度 18年度 19年度

基本事業担当課

　市民の要望・意見が多様化している中で、市民の総意を的確にとらえた議会運営を構築していくことが課題

８．基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

９.基本事業の20年度の振り返り（目標達成度評価）と22年度に向けての課題

市民の意見を反映した
議会となっていると思う
市民の割合 31.1

33.0 38.0

意図

20年度

28.1 27.2

30.0 40.0

成果指標名

570

成果指標名 16年度

対象 議会

19年度より議員定数が24人となり、よりまとまった議会活動が期待でき、会議録のホームページ掲載の実施や議会だよりの内容充実を図るなど議会情報の発信に努め
ることにより議会に対する関心が高まると推測する。
A[成果指標]（目標値）：19年度以降おおむね1％ずつの増加を見込み22年度には40.0％とした。
B[成果指標](目標値）：20年度以降は20人ずつ増加し、22年度では600人になると設定した。

18年度 22年度

議会事務局

市民の意見を反映した議会運営になっている

20年度 21年度17年度

600590

８．基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

基本事業担当課

実績値

住民本位の議会運営

基本事業担当課 議会事務局

20年度

39.0

22年度

40.040.0

21年度

意図

80

　インターネット等の普及により議会情報を入手する機会が増えた。（市政に対する関心を高めることが課題）

基本事業名

９.基本事業の20年度の振り返り（目標達成度評価）と22年度に向けての課題

－ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｰﾄ3－


